
日医発第894号（保186）

平成22年1月19日

都道府県医師会長　殿

日本医師会長
　　　唐　澤　祥　人

船員保険の保険者番号等の設定及び被保険者証の取扱い等について

　雇用保険法等の一部を改正する法律（平成19年法律第30号）の一部が平成22年1月1

日より施行され、船員保険制度が改正されました。

　これまで船員保険制度については社会保険庁によって運営されておりましたが、今般、

社会保険庁が廃止されたことに伴い、健康保険相当部分（職務外疾病部門）と船員労働の

特性に応じた独自給付については、今回の改正により、全国健康保険協会がその保険者（運

営主体）とされております。

　これにより船員保険の保険者番号等が新たに設定され、また診療報酬請求書等の記載要

領等の一部が下記のように変更されましたので、お知らせ申し上げます。

　なお、今回の改正により、労災保険相当部分（職務上疾病・年金部門）については、労

災保険制度に統合されておりますが、こちらにつきましては、「船員保険と労災保険の統合

に係る周知について」（平成21年12月16日（保172））にてご案内済みであることを申し

添えます。

記

1　保険者番号等の設定について（添付資料1を参照）

　1．保険者番号

　　　　船員保険の保険者番号については、法別番号（2桁）、都道府県番号（2桁）、保

　　　険者番号（3桁）及び検証番号（1桁）の計8桁の算用数字を組み合わせたものに

　　　なるが、今後、船員保険は、全国健康保険協会本部（東京都）において全国の被保

　　　険者を取り扱うため、具体的には次の番号に統一される。



・船員保険の保険者番号

0 2 1 3 0 0 1 1

2．被保険者証の記号及び番号

　　従来、漢字、アルファベット及びひらがなを用いていたが、すべて数字化し、次

　の組合せとする。

　（1）　記号

　　　　船舶所有者ごとに設定した10桁の番号とする。ただし、疾病任意継続被保

　　　険者は88で始まる10桁の番号とする。

　（2）　番号

　　　　被保険者ごとに設定した最大7桁の番号とする。

3．経過的な取扱い

　（1）既に船員保険に加入している者については、被保険者証及び被扶養者証の切

　　　替えを行うこととしているが、切替えが完了する日までは、これまでの社会保

　　　険庁が交付した被保険者証及び被扶養者証が引き続き有効とする経過措置が講

　　　じられる。（新証への切替えは、平成22年3月以降を予定しており、被保険者

　　　及び被扶養者ごとにカード形式のものが交付される予定となっている。）

　（2）切替えを行った月の請求は、新証の番号でも旧証の番号でもどちらでもよい

　　　が、レセプトについては1枚に統一する。

II．診療報酬請求書等の記載要領等の一部改正（添付資料2を参照）

　　　全国健康保険協会が新たな船員保険制度の保険者（運営主体）とされ、また労災保

　　険相当部分（職務上疾病・年金部門）が労災保険制度に統合されたことに伴い、「診療

　　報酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年8月7日保険発第82号）等の一部が

　　改正された。

皿．「再審査等請求書」に係る記載方法の一部変更（添付資料3を参照）

　　　被保険者証の記号が数字化（10桁）されたことに伴い、支払基金より

　　求書」に係る記載方法に関する事務連絡が発出されている。

「再審査等請

以上



（添付資料）

1．「保険者番号等の設定について」の一部改正について

　　（平21．12．28保発1228第4号厚生労働省保険局長通知）

　　　※上記通知中に、（別添）として、「全国健康保険協会へ移管する船員保険の保険者

　　　　番号等の設定について」（平21．12．7庁保険発第1207001号　社会保険庁運

　　　　営部企画課長通知）を含む。

2．「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について

　　（平21．12．28保医発1228第3号厚生労働省保険局医療課長通知）

3．「再審査等請求書」に係る記載方法の一部変更について（お願い）

　　（平21．12．21社会保険診療報酬支払基金事務連絡）



陣1 添付資料1

保発1228第4号
平成21年12月28日

地方厚生（支）局長

都　道　府　県　知　事

｝殿

厚生労働省保険局長

「保険者番号等の設定について」の一部改正について

　標記について、雇用保険法等の一部を改正する法律（平成19年法律第30号）の一部が平成22年

1月1日より施行され、船員保険を全国健康保険協会が管掌することとなることに伴い、別紙のとおり

改正するので、その取扱いに遺漏のないよう貴管下の保険医療機関及び審査支払機関に対し、周知徹底

を図られたい。



ぜ

囲
1　1の（2）を次のように改める。

　（2）船員保険

　　　船員保険の保険者番号については、平成21年12月7日庁保険発第1207001号によって
定め嚇保険者番勝って船員保険の保険者番毎とずること1，

2　別添の第1の4中「社会保険事務所．（地方社会保険事務局が事務を行うことになっている場合にあっ

ては当該地方社会保険事務局を含む。）ごとに社会保険庁が」を「厚生労働省保険局が」に改める。

3　別添の第1の6中「、社会保険庁長官、都道府県知事」を「、厚生労働省保険局、都道府県知事、

地方厚生（支）局」に改める。



（参考）

「保険者番号等の設定について」（昭和51年8月7日保発第45号）の一部改正について

改　　正　　後

1　保険者番号の設定について

　船保険の保険者番号については、平成21年12月7日
庁｛発1207001によって定められた呆　号‘
をもって曳　　の保　　　号とすること

別添

第1　保険者番号

4　保険者（市町村）別番号は、協会管掌健康保険にあっては協
　会の都道府県支部ごとに厚生労働省保険局が、船員保険にあ

康礁畢欝融ま離離簸儒書Ilま羅欝
　県が、また、組合管掌健康保険にあっては健康保険組合（社会
保険診療報酬支払基金に対して支払を行う従たる事務所を含
　む。）ごとに地方厚生（支）局が、後期高齢者医療にあっては
　後期高齢者医療広域連合が、共済組合及び自衛官等の療養の
給付にあっては各主管官庁が定める番号とする。

改　　正　　前

1　保険者番号の設定について

　　㌧保険の保険者番号については、船　保険事務を取りお
　’土会　　事　　　地方止会保　事　局が事　を心うことに
　なっている場Aにあっては当該地方土会保　事　局をAむ
　ごとに、昭和51年6月17日庁文発第1781号通知別添参考「別
　に通知する日から使　　る　保　者証等の登用名のうえに付
　する符号一　　により示された符号をもって船員保険の保険
　　　　と　ること

別添

第1　保険者番号

4　保険者（市町村）別番号は、協会管掌健康保険にあっては協
　会の都道府県支部ごとに厚生労働省保険局が、船員保険にあ
　っては土ム　　事　　地方土会　　事　局が　　を行’こと
　になっている　合にあっては当該地方社会保険事　局を

　、ま器麟簸儒書麗麗麟
が、また、組合管掌健康保険にあっては健康保険組合（社会保
険診療報酬支払基金に対して支払を行う従たる事務所を含
む。）ごとに地方厚生（支）局が、後期高齢者医療にあっては
後期高齢者医療広域連合が、共済組合及び自衛官等の療養の
給付にあっては各主管官庁が定める番号とする。
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期高齢者広域連合又は主管官庁において行うものとし、保険
者番号の設定変更に際しては、社会保険診療報酬支払基金及
び当該保険者等に対して速やかに連絡するものとする。ただ
　し、国民健康保険にあっては、都道府県知事から所在地の国
民健康保険団体連合会及び当該保険者等に対して速やかに連
絡するものとし、後期高齢者にあっては、後期・高齢者広域連
合から社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合
会に対して速やかに連絡す首ものとする。

6　保険者番号の管理は　土会　　庁　尚　　道・　知事、後

く



（別添）

庁保険弗第1207001号

平成21年12月　7　日

地方社会保険事務局長　殿

社会保険庁運営部企画課長

　　（公　印　省　略）

全国健康保険協会へ移管する船員保険の保険者番号等の

設定について

標記については、平成22年1月1日より下記のとおり実施することとした

ので、貴管下社会保険事務所へ周知されたい。

記

1．保険者番号

　全国健康保険協会（以下r協会」という。）が管掌する船員保険の保険者

番号の設定については・次りとおり・法別番号2桁、都道府県番号2桁、保

険者別番号3桁及び検証番号1桁の計8桁の算角数字を組み合わせたものと

する。

（1）法別番号（2桁）

　　船員保険は「02」とする。

（2）都道府県番号（2桁）

　　船員保険は、協会本部（東京都千代田区）において全国の被保険者を取

　　り扱うこととしているため「13」とする。



（3）保険者別番号（3桁）

　　　rOO1」とする。

（4）検証番号（1桁）

　　検証番号は、次により算出した番号とする。

　①　法別番号、’都道府県番号及び保険者別番号の各数の末尾の桁を起点と

　　して順次2と1を乗じる。

　②①で算出した積の和を求める。ただし、積が2桁となる場合は、1桁

　　目と2桁目の数字の和とする。

　③10と②で算出した数字の下1桁の数との差を求め、これを検証番号

　　とする。．

（5）船員保険の保険者番号

0 2 1 3 0 0 1 1

　　法別番号　　都道府県番号　　保険者別番号

　　02　13　　00①←起点
　　×　　×　　　　　×　　×　　　　　　　　×　　×　　×、・

　　2　　1　　　　2　　1　　　　　　　2　　1　　2

　　0十2　　十2十3、　　　十〇十〇十2　　＝＝9

　　　　　　　　　　　　　　　　　10－9＝回・∵検証番号

2．被保険者証の記号及び番号

　被保険者証の記号及び番号についでは、．従来、漢字、アルファベット及び

ひらがなを用いていたが、すべて数字化し、次の組み合わせとする。

（1）記号

　　船舶所有者ごとに設定した10桁の番号とする。ただし、疾病任意継続’

　被保険者ぱ88で始まる10桁の番号とする。

（2）番号

　　被保険者ごとに設定した最大7桁の番号とする。

3．経過的な取扱い

　平成92年i月以降、協会から新たに交付される被保険者証については、



上記のとおり新たな保険者番号等が設定される（被保険者証のイメージは別

添参照。）。

　既に船員保険に加入している者については、被保険者証及び被扶養者証の

切替を行うこととしているが、切替が完了する日までは、従前の国（社会保

険庁）が交付した被保険者証及び被扶養者証（以下「旧被保険者証等』とい

う。）が引き続き有効とする経過措置を講ずることとしている。このため、

旧被保険者証等で受診した加入者については、旧被保険者証等の記号及び番

号で取り扱うものとする。

’



、

（別添）

船員保険被保険者証カードの様式（イメージ）

【強制被保険者】

（被保険者》 〔被扶養者》

　　　　　　本人（被保険者》

船員保険
被保険者証
　　　　　　　記号　1234010203

　　　　　　　　センiド知ウ

氏名　　　　　　船傑　　太邸
生年月日　　　　　昭和49年5月24日

資格取得年月日　平成22年1月1日

船舶所有者住所

船舶所有者氏名

保険者番号

保険者名称

　　所在地

平城22年1月4日交付

番号　1234567

性刎男

OO市OO町O－O’
OO株式会社

羅・鯉［i］

船員保険
被保険者証

氏名

生年月日

認定年月日

被保険者氏名

船舶所有者住所

船舶所有者氏名

．保険者番号

保険者名称

保険者所在地

家該（被技養者》

　　　　　　　　　平成22年1月4日交付

記号1234010203　番号1234567

　センどA拍

　船保　　花子
　昭轍》年10月22日　　　　　　闘　女

　平戯：年1月1日

　船像太邸

OO市OO町O－O
OO株式会社

羅鰐蹄回

【疾病任意継続被保険者】

（被保険者》 （被技養者》

船員保険
被保険者証

氏名

生年月日

資格取得年月日

保険者番号

保険者名称

保険者所在地

本人（被探険者》

　　　　　　　　平虞22年1月4日交付

記号8800000000　　番号　1234567

悌，助
船員　　太邸

昭和49年5月24日

平成22年1月1日
性別男

疾病任意継続被保険者

資格喪失予定年月日平成24年1月1日

罧・雌・回

船員保険
被保険者証

氏名

生年月日

認定年月日

被緑陰者氏名

保険者番号

保険者名称

　険者所在地

家族（被技養者》

　　　　　　　　　平地年1月4日交付

記号8800000000　　番号　1234567

　　センイン”コ

　　船員　　花子

し　昭和50年10月22日　　性別女
　　平虞221年1月1日

　　船員太郵
　　疾病任意継続被扶養者

　　糞格喪失予定年月日平城24年1月1日

罧鞭巨］

【一般被保険者・疾病任意継続被保険者共通】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　被保険者註（裏面）

注意事項D療を糞幡ようとするときには、この蓬をその都塵像倹匪鰻関都の竃口

@　　　　で震して燃㌔

住所

�l
繁敏下の醐暑掴購に■する黛累を嚢景ず繍として使用で書塞ず．2λ†る」胎
@は．簾5プる1御30番号管0τ偶ん隠士耀僕し摺』、鳥○をOで霞ん曜下さい．

1　名は」■心髄の蕎に0で圃凹しだ職換倹しまづ㌦
@〔x←つけ酬■は穏候しま重ん．）

@　　　心臓・騨・貯璋・管鱒・一算・小麿・畏翠・その亀⊂　　　）

Q私はム■盛豊遮』土ヨ謙夢亀の蕎にOで■んだ口■陰縫個由ます●

@｛xをつけ一｛ん．，
@　　　鞘障・騨算・塵翠・その蝋　　　）

R名は、廊曝を盤倹しま｛ん。



添付資料2

保医発1228第3号
平成21年12月28日

地方厚生（支）局医療指導課長

都道府県民生主管部（局）

　国民健康保険主管課（部）長

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

　後期高齢者医療主管課（部）長

殿

厚生労働省保険局医療課長

厚生労働省保険局歯科医療管理官

「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について

　標記について、雇用保険法等の一部を改正する法律（平成19年法律第30号）の一部が平

成22年1月1日より施行され、船員保険を全国健康保険協会が管掌することとなることに

伴い、下記の通知の一部を別紙1及び別紙2のとおり改正するので、その取扱いに遺漏のないよ

う貴管下の保険医療機関及び審査支払機蘭に対し、周知徹底を図られたい。

記

別紙1　「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年8月7日保険発第82号）の一部

　　　改正について

別紙2　「訪問看護療養費請求書等の記載要領について」（平成18年3月30日保医発第0330008

　　　号）の一部改正について



囮「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年8月7伯保険発第82号）の一部改正’

について

1　別紙1のHの第1の3中「社会保険庁長官」を「全国健康保険協会理事長」に改める。

2　別紙1のHの第1の7の（3）中r船員保険の被保険者に係る通勤災害時の初診料」をr船

員保険の被保険者に係る通勤災害時の初診料（災害発生時が平成21年12月31日以前のも一

のに限る。）」に改める。

3　別紙1の皿の「第2の2」の1の（2）中「7の（2）及び（3）中」を削り、「船員保険の
被保険者に係る通勤災害時の初診料」を「船員保陵の被保険者に係る通勤災害時の初診料（災

害発生時が平成21年12月31日以前りものに限る。）」に改める。

4　別紙1の皿の第3の2の（5）を次のように改める。

（5）　「保険者番号」欄について

一ア　設定された保険者番号8桁（国民健康保険については6桁）を記載すること（別添2汀設

　定要領」の第1を参照）。なお、国民健康保険の場合は右詰めで記載すること。

イ　公費負担医療単独の場合及び公費負担医療と公費負担医療の併用の場合（以下「公費負

　担医療の遜の場合」という。）は、別段め定めのある場合を除き、記載しないこと。

5　別紙1のnの第3の2の（7）・中r、船員保険被扶養者証」を削る。
　　　　　、

6　別紙1の皿の第3の2の（12）中「職務上の取扱いとなる場合のみ該当するものを○で囲

むこと。」を「「1　職務上」、「2　下船後3月以内」又は「3　通勤災害」のうち該当するも

のをOで囲むこと。ただし、r1　職務上」及呑r3　通勤災害」については、災害発生時が平

成21年12月31目以前のものに陥る。」に改める。

7田 ﾊ紙1のEの第3の2の（13）の表中r船員保険法第28条ノ3第1項第3号及び第31条ノ

　2第2項第1号二」を「船員保険法第55条第1項第3号及び第76条第2項第1号二」に改める。

8・別紙1のnの第3の2（33）のイの（ア）を次のように改める。

（ア）船員保険の被保険者について、「職務上の事由」欄中「通勤災害」に該当する場合には、

初診時における一部負担金の金額を記載すること。ただし、災害発生時が平成21年12

月31日以前のものに限る。



9　別紙1の皿の第2の3中「社会保険庁長官」を「全国健康保険協会理事長」に改める。

10別紙1の皿の第2の6の（2）中「船員保険の被保険者に係る通勤災害時の初診料」を「船

員保険の被保険者に係る通勤災害時の初診料（災害発生時が平成21年12月31日以前のも

　のに限る。）」に改める。

11別紙1の皿の第2の2の1の（2）中「船員保険の被保険者に係る通勤災害時の初診料」を

　「船員保険の被保険者に係る通勤災害時の初診料（災害発生時が平成21年12月31日以前

　のものに限る。）」に改める。

12別紙1の皿の第3の2の（5）を次のように改める。

（5）　「保険者番号」禰について

ア　設定された保険者番号8桁（国民健康保険については6桁）を記載すること（別添2「設

　　牢要領」の第1を参照）。なお、国民健康保険の場合は右詰めで記載すること。

イ　公費負担医療単独の場合及び公費負担医療のみの場合は、別段の定めのある場合を除き、

　記載しないこと。

13別紅1の皿の第3の2㊨（7）中r、船員保険被扶養者証」を削る。

14別紙1の皿の第3の2の（11）中「職務上の取扱いとなる場合のみ該当する番毎を○で囲

　むこと。」を「「1　職務上」、「2　下船後3．月以内」又は「3　通勤災害」のうち該当するも

　のをOで囲むこと。ただし、「1　職務上」及び「3　通勤災害」については、災害発生暗が平

成21年12．月3’1日以前のものに限る。」に改める。－

15別紙1の皿の第3の2の（31）のアを次のように改める。一

ア　船員保険の被保険者にづいて、「職務上の事由」欄中「通勤災害」に該当する場合には、

　初診時における一部負担金の金額を記載すること。ただし、災害発生時が平成21年12

　月31日以前のものに限る。

16別紙1のIVの第1の3中「社会保険庁長官」を「全国健康保険協会理事長」に改める。

17別紙1のIVの第2の2の（5）を次のように改める。

（5）　「保険者番号」欄について

ア　設定された保険者番号8桁（国民健康保険については6桁）を記載すること（別添2「設

　　定要領」の第1を参照）。なお、国民健康保険の場合は右詰めで記載すること。

イ　公費負担医療単独の場合及び公費負担医療のみの場合は、別段の定めのある場合を除き、

　　記載しないこと。



18別紙1のIVの第2の2の（11）中「職務上の取扱いとなる場合のみ該当するものをOで囲

むこと。」を「「1　職務上」、「2　下船後3月以内」又は「3　通勤災害」のうち該当するも

　のを○で囲むこと。ただし、「1　職務上」及び「3一通勤災害」については、災害禿生時が平

成21年12月31日以前のものに限る。」に改める。

19別紙2の第2め3を次のように改める。

3　「保険者番号」欄について

（1）設定された保険者番号8桁（国民健康保険については6桁）を記載すること（別添2

　　　「設定要領』の第1を参照）。なお、国民健康保険の場合は右詰めで記載するとと。

．（2）公費負担医療単独の場合及び公費負担医療と公費負担医療の併用の場合（以　「公費

　　負担医療のみの場合」という。）は、別段の定めのある場合を除き、記載しないこと。

（3）月の途中において保険者番号の変更があった場合は「備考』欄に変更後の保険者番号

　　を記載すること。

20別紙2の第2の4中「、船員保険被扶養者証」を削る。

21別紙2の別添2の4中「、’船員保険にあっては社会保険事務所（地方社会保険事務局が事務を

　行うことになっている場合にあっては当該地方社会保険事務局を含む。）ごとに社会保険庁が」

　を「、船員保険にあっては厚生労働省保険局が」に改める。

22別紙2の別添2の6中「・社会保険庁長官・都道府県知事」を「・厚隼労働省保険局、都道

　府県知事、地方厚生（支）局」に改める。



‘

圃「訪問看護療養費請求書等の記載要領について」（平成18年3月30日保医発第0330008号）の

一部改正について

1　別紙のHの第1の3中「社会保険庁長官」を「全国健康保険協会理事長」に改める。

2　別紙の皿の第2の5を次のように改める。

5　　「保険者番号」欄について

　（1）設定された保険者番号8桁（国民健康保険については6桁）を記載すること（「診療報

　　　酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年8月7日保険発第82号。以下「記載要領等j

　　　という。）の別添2（以下r設定要領」という。）の（1）を参照）。

　（2）公費負担医療単独の場合及び公費負担医療と公費負担医療の併用の場合（以下「公費

　　負担医療のみの場合」という。）は、別段の定めのある場合を除き、記載しないこと。

3　別紙のIIの第2の7（1）中「、船員保険被扶養者証』を削る。

4　別紙の皿の第2の11中「職務上の取扱いとなる場合のみ該当するものをOで囲むこと。」を

　「「1　職務上」、「2　下船律3月以内」又は「3　通勤災害」のう．ち該当するものをOで囲む

　こと。ただし、「1　職務上」及び「3　通勤災害」については、災害発生時が平成21年12

月31日以前のものに限る。」に改める。



（参考）

「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年8月7日保険発第82号）のr一部改正について

改　　正　　後

別紙1

■　診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領
第1　診療報酬請求書（医科・歯科、入院・入院外併用）に関
　　する事項（様式第1（1））

3　「別記　　殿」欄について
　　保険者名、市町村名及び公費負担者名を下記例のとおり備
　考欄に記載することを原則とするが、省略しても差し支えな
　いこと。

　　（例）　別記　　全国遡合理皇量
　　　　　　　　　　千代田区長
　　　　　　　　　東京都知事

7　「医療保険」欄について
　（3）　入院外分の「療養の給付」欄については、「件数」欄
　　　には明細書の医療保険に係る件数の合計を、「診療実日
　　数」欄には明細書の診療実日数の合計を、「点数」欄に
　　は明細書の「療養の給付」欄のr保険」の項に係るr請
　　求」の項の点数の合計を、r一部負担金」欄には明細書
　　の「療養の給付」欄の「保険」の項に係る「一部負担金
　　額」の項の一部負担金額の合計を記載すること。なお、
　　　「一部負担金」．欄は、在宅時医学総合管理料又は在宅末
　　期医療総合診療料及び、　呆険の　保　　に係る通勤災
　　　時の　診料（災　発生時が・成21年12月31自芝
　　前のものに限る。）に係るものに限り記載すれば足りる
　　　ものとすること。

第2の2　診療報酬請求書（医科・歯科）に関する事項（様式

改　　正　　前

別紙1

H　診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領
第1　診療報酬請求書（医科・歯科、入院・入院外併用）に関
　　する事項（様式第1（1））
3　「別記　　殿」欄について
　　保険者名、市町村名及び公費負担者名を下記例のとおり備
　考欄に記載することを原則とするが、省略しても差し支えな
　いこと。

　　（例）　別記　　蜷宜
　　　　　　　　　千代田区長
　　　　　　　　　東京都知事

7　「医療保険」欄について
　（3）　入院外分の「療養の給付」欄については、「件数」欄
　　には明細書の医療保険に係る件数の合計を、「診療実員
　　数」欄には明細書の診療実日数の合計を、「点数」欄に
　　は明細書の「療養の給付」欄の「保険」の項に係る「請
　　求」の項の点数の合計を、「一部負担金」欄には明細書
　　の「療養の紛付」欄の「保険」・の項に係る「一部負担金
　　額」の項の一部負担金額の合計を記載すること。なお、
　　　「一部負担金」欄は、在宅時医学総合管理料又は在宅末
　　期医療総合診療料及び昔　保　の　保険者に係る通勤災
宣壁魁に係るものに限り記載すれば足りるものと
すること。

第2の2　診療報酬請求書（医科・歯科）に関する事項（様式



　　第8．）

1　r後期高齢者医療」欄について
　（2）　療養の給付の「件数」欄、「診療実日数∫欄、「点数」

　　欄及びr一部負担金」欄、食事療養・生活療養のr件数」
　　欄、「回数」欄、「金額」欄及び「標準負担額」欄にっ
　　いては、第1の7の（2）及び（3）と同様であること。と．
　　の場合、「医療保険」と．あるのは「後期高齢者医療」と、
　　　「船　保　の　保険　に、る通　災　時の　診　・災
　　発生時が平成21年12月31日以前のものに限る）」
とあるのは「高齢者医療確保法第69条第1項の規定に基
づき減額された一部負担金」と読み替えるものであるこ
と。

第3　診療報酬明細書の記載要領（様式第2）
2　診療報酬明細書の記載要領に関する事項
　（5）　「保険者番号」欄について
ア　　定された保険者　号8桁　　民健康保　にづいては
　6桁　を記　　ること（別添2「設定要　　の　1を参
　照）。なお、国民健康保険の場合は右詰めで記載するこ

一イ　公　　担医療’独の　合及び公　　担　療と公　　担
　医療の併用の場合（以下「公費負担医療のみの場合」と
　いう　は　別段の定めのある　合を除き、記　しない

濫
（削除）

　（表：削除）

（7）　r被保険者証・被保険者手帳等の記号・番号」欄につ
　　いて
　ア　健康保険被保険者証、国民健康保険被保険者証、退職
　　者医療被保険者証、船員保険被保険者証、受給資格者票
　　及び特別療養費受給票等の「記号及び番号」欄の記号及
　　び番号を記載すること。また、後期高齢者医療被保険者
　　証の「被保険者番号」欄の「被保険者番号」を記載する
　　こと。

　（2）

1
　第8）
「後期高齢者医療」欄について
　療養の給付の「件数」欄、「診療実日数」欄、「点数」
欄及び「一部負担金」欄、食事療養・生活療養の「件数」
欄、「回数」欄、「金額」欄及び「標準負担額」欄につい
ては、第1の7の（2）及び（3）と同様であること。この

場合、エー虫「医療保険」とあるのは「後
期高齢者医療」と、「㌧　の保者に係る通勤災
宣壁塑しとあるのはr高齢者医療確保法第69条第
1項の規定に基づき減額された一部負担金」と読み替え
るものであること。

第3　診療報酬明細書の記載要領（様式第2）
2　診療報酬明細書の記載要領に関する事項
　（5）　「保険者番号」欄について
　　ア　　定された　　　　号8
　　　6桁）を記　すること（別添2r設定要
　　　照）。

民健　保険については
　　　　　の　1を参

イ　　㌧｛険については　当該　保険者及び　扶養者の管
．轄地方社会保険事務局長と当該保険医療機関の管轄地方

　社会保事局とが同一である合（芝下（5）におい
　て「自県　の場合　という　）には、記　をか略して差
　し支えないこと。

ウ前記により「保者号　の記は、’表のとおり
　　となること
　（表：略）

（7）　「被保険者証・被保険者手帳等の記号・番号」欄につ
　　いて
　ア　健康保険被保険者証、．国民健康保険被保険者証、退職
　　者医療被保険者証、船員保険被保険者証、船員保険被扶
　養ま趨延、受給資格者票及び特別療養費受給票等の・r記号
　　及び番号」欄の記号及び番号を記載すること。また、後
　　期高齢者医療被保険者証の「被保険者番号」欄の「被保
　　険者番号」一を記載すること。



（12）　r職務上の事由」欄について

　　　船員保険の被保険者については、」＝L＿迦
　　　下船後3月以内」又は「3　通勤災害」のうち該当すK
　　るものを○で　むこと　ただし　「1　職務上　及び「3
　　・通　∫《　　については　∫く　　生時が平　21　12
　　月31日以前のものに限る。．共済組合の船員組合員につ
　　いては、下船後3月以内の傷病で職務上の取扱いとなる
　　場合に「2　下船後3月以内」の番号を○で囲むこと。
　　　なお、同一月に職務上の取扱いとなる傷病及び職務外
　　の取扱いとなる傷病が生じた場合は、入院外分について
　　はそれぞれ1枚、入院分については、それぞれに係る診
　　療が区分できない場合に限り職務上として1枚の診療報
　　酬明細書の取扱いとすること。
　　　電子計算機め場合は、番号と名称又は次の略号を記載
　　することとしても差し支えないこと。
　　　1　職上（職務上）、
　　　2　下3　（下船後3月以内）
　　　3　通災（通勤災害）
（13）　「特記事項」欄について

　　記載する略号をまとめると、以下の．とおりであること。
　なお、電子計算機の場合はコードと略号を記載すること。

コード

ー15

略号
経過 以下のいずれかに該当する場合
①公的年金等控除の縮減及び老年者控除の廃止
　に伴い、高齢者医療確保法第67条第1項第2号、
　健康保険法第74条第1項第3号及び第110条第
　2項第1号二、国民健康保険法第42条第1項第
　4号、国家公務員等共済組合法第55条第2項第
　3号及び第57条第2項第1号二、地方公務員等
　共済組合法第57条第2項第3号及び第59条第2

　　　　　　　　内　　　　　　　　　　　　容

を負担することとなる70歳以上の高齢者，（以下
．「現役並み所得者」という。）であって、平成

18年8月から平成20年7月　（高齢者医療確保法

（12）　「職務上の事由」欄について

、霧暮騰該警鞭蹴藩讐蕪
員組合員については、下船後3月以内の傷病で職務上の
取扱いとなう場合に「2　下船後3月以内」の番号を○
で囲むこと。

　なお、同一月に職務上の取扱いとなる傷病及び職務外
の取扱いとなる傷病が生じた場合は、入院外分について
はそれぞれ1枚、入院分については、それぞれに係る診
療が区分できない場合に限り職携上として1枚の診療報
酬明細書の取扱いとすること。
　電子計算機の場合は、番号と名称又は次の略号を記載
することとしても差し支えないこと。
　1　職上（職務上）、

　2　下3　（下船後3月以内）
　3　通災　（通勤災害）

（13）　「特記事項」欄について

　　記載する略号をまとめると、以下のとおりであること。
　なお、電子計算機の場合はコードと略号を記載すること。

コード

15 経過．
略号

以下のいずれかに該当する場合
①　公的年金等控除の縮減及び老年者控除の廃止
　に伴い、高齢者医療確保法第67条第1項第2号、
　健康保険法第74条第1項第3号及び第110条第
　2項第1号二、国民健康保険法第42条第1項第
　．4号’、国家公務員等共済組合法第駈条第2項第

　3号及び第57条第2項第1号二、地方公務員等
　共済組合法第57条第2項第3号及び第59条第2

　項第1号二又は一

　　　　　　　　内　　　　　　　　　　　　容

　3　及び　31　／2　2　　1号二に基づく一
部負担金を負担することとなる70歳以上の高齢
者（以下r現役並み所得者」という。）であっ
て、平成18年8月から平成20年7月　（高齢者医



　又は国民健康保険法以外における一部負担金の
　割合が3割となる者については、平成18年9月
　から平成20年8月）までの間、入院又は入院外
　（在宅時医学総合管理料又は在宅末期医療総合
　診療料を算定している場合に限る。）に係る一，
　部負担金が、一般の世帯（現役並み所得者及び
　市町村民税非課税の世帯以外の世帯のことをい
　う。）と同額の自己負担限度額を超えた場合
②　高齢者医療確保法の施行に伴い、高齢者医療
　確保法第67条第1項第2号、健康保険法第74条
　第1項第3号及び第110条第2項第1号二、国
　民健康保険法第42条第1項第4号、国家公務員
．等共済組合法第55条第2項第3号及び第57条第
　2項第1号二、地方公務員等共済組合法第57条
　第2項第3号及び第59条第2項第1号二又は趙
　員保険法　55条　1項第3号及び第76条　2項
篁』L量三に基づく一部負担金を負担することと
なる70歳以上の高齢者（以下r現役並み所得者」

という。）であって、平成20年8月から平成20
年12月　（高齢者医療確保法又は国民健康保険法
以外における一部負担金の割合が8割となる者
については、平成20年9月から平成20年12月）
までの間、入院又は入院外（在宅時医学総合管
理料又は在宅末期医療総合診療料を算定してい
る場合に限る。）に係る一部負担金が、一般の
世帯（現役並み所得者及び市町村民税非課税の
世帯以外の世帯のことをいう。）と同額の自己
負担限度額を超えた場合

（33）　「療養の給付」欄について

　イ　医療保険（高齢受給者及び高齢受給者以外であって限
　　度額適用認定証若しくは限度額適用・標準負担額減額認
　　定証又は特定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾
　　患医療受診券（特定疾患医療受給者証及び小児慢性特定
　　疾患医療受診券にあっては、適用区分に所得区分の記載

　療確保法又は国民健康保険法以外における一部
　負担金の割合が3割となる者については、平成
　18年9月から平成20年8月）までの間、入院又
　は入院外（在宅時医学総合管理料又は在宅末期
　医療総合診療料を算定している場合に限る。）
　に係る一部負担金が、一般の世帯（現役並み所
　得者及び市町村民税非課税の世帯以外の世帯の
　ことをいう。）と同額の自己負担限度額を超え
　た場合
②　高齢者医療確保法の施行に伴い、高齢者医療
　確保法第67条第1項第2号、健康保険法第74条
　第1項第3号及び第110条第2項第1号二、国
　民健康保険法第42条第1項第4号、国家公務員
　等共済組合法第55条第2項第3号及び第57条第
　2項第1号二、地方公務員等共済組合法第57条
　第2項第3号及び第59条第2項第11号二又は船
　　保険法　28　／3　・1項　3号及び　31条7

遡L量三に基づく一部負担金を負担す
ることとなる70歳以上め高齢者（以下r現役並
み所得者」という。）であって、平成20年8月
から平成20年12月　（高齢者医療確保法又は国民
健康保険法以外における一部負担金の割合が3
割となる者については、平成20年9月から平成
20年12月）までの間、入院又は入院外（在宅時
医学総合管理料又は在宅末期医療総合診療料を
算定している場合に限る。）に係る一部負担金
が、一般の世帯（現役並み所得者及び市町村民
税非課税の世帯以外の世帯のことをいう。）と
同額の自己負担限度額を超えた場合

（33）　「療養の給付」欄について

　　イ　医療保険（高齢受給者及び高齢受給者以外であって限
　　度額適用認定証若しくは限度額適用・標準負担額減額認
　　　定証又は特定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾
　　　患医療受診券（特定疾患医療受給者証及び小児慢性特定
　　疾患医療受診券にあっては、適用区分に所得区分の記載



があるものに限る。）の提示があった者で高額療養費が
現物給付された者に係るものを除く。）に係る入院にお
ける「負担金額」の項・入院外におけるr一部彙担金額」
の項については、以下によること。

（ア）曳　の保　について「職上の事由
　　欄中「通勤災害」に該当する場合には、初診時にお
　　ける一　　担金の金　を記　　ること　ただし　災
　　害発生時が’　21　12月31目尼前のものに限

皿　歯科診療に係る診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載
　要領
第2　診療報酬請求書（歯科・入院外）の記載要領（様式第1
（3））

3　「別記　殿」欄について、
　　保険者名、市町村名及び公費負担者名を下記例のとおり
　備考欄に記載することを原則とするが、省略しても差し支
　えないこと。
　（例）　一別記　　全国塵塵躍墨里長
　　　　　　　　千代田区長
　　　　　　　　東京都知事
6　　「医療保険」欄について

　（2）　「件数」欄には明細書の医療保険に係る件数の合計を、
　　　「診療実日数」欄には明細書の診療実日数の合計を、「点・
　　　数」欄には明細書の「合計」欄の点数の合計を記載する
　　　こと。

　　　　また、「一部負担金」欄には明細書の「療養の給付」
　　　欄の「保険」の項に係る「一部負担金額」の項の一部負
　　　担金額の合計を記載すること。

　　係猫癬鵜礫麗麗灘聾
　　旦一しに係るものに限り記載すれば足りるものとすること。なお、「医保単独（七〇以
上一般・低所得）」欄、r医保単独（七〇以上七割）」欄、
「医保単独（本人）」欄、「医保単独（家族）」欄及び「医

があるものに限る。）の提示があった者セ高額療養費が
現物給付された者に係るものを除く。’）に係る入院にお
ける「負担金額」の項、入院外における「一部負担金額」
の項については、以下によること。

（ア）船保険の被保険者について、r職務上の事由
　　欄中「通勤災害」に該当する場合には、初診時にお
　　ける一。　担金の金　を一　すること

皿　歯科診療に係る診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載
　要領

第2　診療報酬請求書（歯科・入院外）の記載要領（様式第1
（3））

3　「別記殿1欄について
　　　保険者名、市町村名及び公費負担者名を下記例のとおり
　　備考欄に記載することを原則とするが、省略しても差し支
　　えないこと。

　（例）　別記　　鰻止量宜
　　　　　　　　千代田区長
　　　　　　　　東京都知事
6　　「医療保険」欄について
　（2）　「件数」欄には明細書の医療保険に係る価数の合計を、

　　　「診療実日数」欄には明細書の診療実日数の合計を、「点
　　　数」欄には明細書の「合計」欄の点数の合計を記載する

こと。

　また、「一部負担金」欄には明細書の「療養の給付」
欄の「保険」の項に係る「一部負担金額」の項の一部負
担金額の合計を記載すること。

　ただし、r一部負担金」欄は、船員保険の被保険者に
係る通勤災害時の初診料に係るものに限り記載すれば足
りるものとすること。なお、「医保単独（七〇以上一般
・低所得）」欄、r医保単独，（七〇以上七割）」欄、r医保
単独（本人）」欄、「医保単独（家族）」欄及び「医保単
独（六歳）」欄の「小計」欄にはそれぞれの合計を記載



　　　保単独（六歳）」欄の「小計」欄にはそれぞれの合計を
　　　記載すること。

第2の2　診療報酬請求書（医科・歯科）の記載要領（様式第8）
f　「後期高齢者医療」欄について
　（2）　r件数」欄、r診療実日数」欄、r点数」欄及びr一
　　　部負担金」欄については～6の（2）と同様であること。
　　　この場合、6の（2）中「医療保険」とあるのは「後期高’
　　　齢者医療」と、r船員保険の被保険者に係る通勤災害時

　　　の診’災発生時が　 21　12月31日尼前の
蹴Lしとあるのはr高齢者医療確保法第69条
第1項の規定に基づく一部負担金の減額」と読み替える
こと。

第3　診療報酬明細書の記載要領（様式第3）
2　診療報酬明細書の記載要領に関する事項
　（5）　「　険者　号　　について一
　　ア　量定された保
6桁）を記載すること（別添2r設定要領」の　1を参
　　　　　　　　　　号8桁（民健保　については

照）　なお　国民健康保険の　合は右詰めで記　するこ

一イ　公費負担医療単独の場合及び公　負担医療のみの場合
　は　別段の定めのある　Aを　き　記　しないこと

遡
（7）　「被保険者証・被保険者手帳等の記号・番号」欄につ
　　いて
　ア　健康保険被保険者証、国民健康保険被保険者証、退職
　　者医療被保険者証、船員保険被保険者証、受給資格者票
　　及び特別療養費受給票等の「記号及び番号」欄の記号及
　　び番号を記載すること。
　　　また、後期高齢者医療被保険者証の「被保険者番号」

すること。

第2の2　診療報酬請求書（医科・歯科）の記載要領（様式第8）
1　「後期高齢者医療」欄について
　！2）　「件数」欄、「診療実日数」欄、「点数」曙欄及び「一部

　　　負担金」欄については、6の（2）と同様であること。こ
　　　の場合、6の（2）中「医療保険」とあるのは「後期高齢
　　　者医療」と、・「船員保険の被保険者に係る通勤災害時の
，魁しとあるのは「高齢者医療確保法第69条第1項の
規定に基づく一部負担金の減額」と読み替えること。

第3　診療報酬明細書の記載要領（様式第3）
2　診療報酬明細書の記載要領に関する事項
　（5）　「保　　　号・欄について

ア　量定された保険者番号8桁　　民健康保　については
　6桁）を記載すること（別添2「設定要領」の　1を参

駐
イ　船　保険については、当該被保険者及び被扶養者の管
　　地方土会｛　事　局　と当該保　　療　　の　　地方
　土会保　事　局　とが同一である場合　以　（5）におい
　てr自県分の場合」という。）には、記載を省略して差
　し　えないこと

　　となること

　　いて

　　者医療被保険者証、船員保険被保険者証一迭
　　養三萱延、受給資格者票及び特別療養費受給票等のr記号
　　及び番号」欄の記号及び番号を記載すること。，
　　　また、後期高齢者医療被保険者証の「被保険者番号」

　ウ前記により「　者号　の記は’表のとおり

（7）　「被保険者証・被保険者手帳等の記号・番号」欄につ

　ア　健康保険被保険者証、国民健康保険被保険者証、退職



　　欄の「被保険者番号」を記載すること。
（11）　「職務上の事由J欄について
　　船員保険の被保険者については、「1　職務上云「2
，、 ｺ協3月以内　又は「3　通　∫く　の》ち該当するも
　のを○で　むこと　ただし、r1　職務上　及びr3　通
　勤災害」については、災害発生時が平成21年12月31
　旦」一一共済組合の船員組合員については、
　下船後3月以内の傷病で職務上の取扱いとなる場合に「2
　　下船後3月以内」の番号を○で囲むこと。なお、同一月
　に職務上の取扱いとなる傷病及び職務外の取扱いとなる傷
　病が生じた場合は、入院外分についてはそれぞれ1枚、入
　院分については、それぞれに係る診療が区分できない場合
　に限り職務上として1枚の明細書の取扱いとすること。
　　電子計算機の場合は、番号と名称又は次の略称を記載す
　ることも差し支えないこと。
　　1’職上（職務上）
　　2　下3（下船後3月以内）
　　3　通災（通勤災害）
（31）　r一部負担金額」欄について

　ア．合保険の保　について「’務上の事由欄中
　　「通勤災　　・に該当　る　Aには　　診時における一口
　　負担金の金額を記載すること。ただし、災害発生時が平

　　　21　12月31日建前のものに限る

IV　調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書に関する事項
第1　調剤報酬請求書に関する事項（様式第4）
3　「別記　　殿」欄について
　　保険者名、市町村名及び公費負担者名を下記例のとおり備
　考欄に記載することを原則とするが、省略しても差し支えな
　いこと。’

　　（例）　別記　　全国健康保険協会理事長
　　　　　　　　　　千代田区長
　　　　　　　　　東京都知事

第2　調剤報酬明細書の記載要領（様式第5）

（11）

欄の「被保険者番号」を記載すること。
　「職務上の事由」欄について
船員保険の被保険者については、職務上の取扱いとなる
Aの　該当　る番号を○で　むこと　共済組合の船員組
合員については、下船後3月以内の傷病で職務上の取扱い
となる場合に「2　下船後3月以内」の番号を○で囲むこ
と。なお、同一月に職務上の取扱いとなる傷病及び職務外
の取扱いとなる傷病が生じた場合は、入院外分については
それぞれ1枚、入院分については、それぞれに係る診療が
’区分できない場合に限り職務上として1枚の明細書の取扱
いとすること。

　電子計算機の場合は、番号と名称又は次の略称を記載す
ることも差し支えないこと。

　1　職上（職務上）
　2　下3　（下船後3月以内）
　3　通災（通勤災害）

D
ア

3（ 　「一部負担金額」欄について

　㌧　険の保　について
r通　災 に該当　る　Aには　　診時における一部

　　　　　　　　　「職務上の事由　　中

負担金の金額を記載すること。

IV　調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書に関する事項
第1　調剤報酬請求書に関する事項（様式第4）
3　「別記　　殿」欄について
　　保険者名、市町村名及び公費負担者名を下記例のとおり備
　考欄に記載することを原則とするが、．省略しても差し支えな
　いこと。

（例）　別記　　社会保険庁長官
千代田区長
東京都知事

第2　調剤報酬明細書の記載要領（様式第5），



2　調剤報酬明細書に関する事項・
　（5）　「保険者　号　　について
ア　設定された保険者番号8桁（国民健康保険については
　6桁　を記　　ること（別添2隣定要　　の　1を参
　照）　なお、　民健康保険の　合は右詰めで記　するこ
　と。

イ　公　　担医療　独の　A及び公　　担　療のみの　A
　は　別段の定めのある　Aを除き　　　しないこと

（削除）

　（表：削除）

（11）　「職務上の事由」欄について

下鰻磐錨保難浮醤は爽議
　のを○で　むこと　ただし　「1　　務上　及び「3　通
　勤災害」については、災害発生時が平成21年12月31」
旦一一共済組合の船員組合員についでは、
下船後3月以内の傷病で職務上の取扱いとなる場合に丁2
　下船後3月以内」の番号を○で囲むこと。
　なお、同一月に職務上の取扱いとなる傷病及び職務外の
取扱いとなる傷病が生じた場合は、それぞれ1枚の明細書
の取扱いとすること。

　電子計算機の場合は、番号と名称又は次の略称を記載す
ることとしても差し支えないこと。
　1　職上（職務上）
　2　下3　（下船後3月以内）’
．3　通災（通勤災害）

別紙2
第2　診療録等の記載上の注意事項（共通）
3　「保険者番号」欄について
　（1）　定された保険者　号8桁　　民健 については

2　調剤報酬明細書に関する事項
　（5）．　「保険者　号　欄について

　　ア 設定された保険者番号8桁（国民健康保険については
6桁）を記　すること

駐
別添2「設定要　　の　1を参

　社会保険事務局長とが同一である場合（以下（5）におい
　　地方土会保　事　局長と当刻　　医療　　の管　地方
イ　船　　　　　　については　当該　｛　者及び　扶養者の

　て「自　の合とい’　には記…を1して差
　し支えないこと

　　となること
　　表：略）

（11）　「職務上の事由」欄について

場蓉騰繋駿3櫨鍵識謙

　ウ　前記により、r保険者番号」欄の記載は、次表のとおり

合員については、下船後3月以内の傷病で職務上の取扱い
となる場合に「2　下船後3月以内」の番号を○で囲むこ
と。　　　　　　　　　　　　　　　　い

　なお、同一月に職務上の取扱いとなる傷病及び職務外の
取扱いとなる傷病が生じた場合は、それぞれ1枚の明細書
の取扱いとすること。’

　電子計算機の場合は、番号と名称又は次の略称を記載す
ることとしても差し支えないこと。
　1　職上（職務上）
　2　下3（下船後3，月以内）
　3　通災（通勤災害）

別紙2
第2　診療録等の記載上の注意事項（共通）
3　「保険者番号」欄について
（1）設定された保者番号8桁（民健康保　については



6桁）を記　すること（別添2「設定要　　の　1を参
照　　なお　国民健康　険の場合は右詰めで記　するこ
と。

（2）　公　　担医療　独の場合及び公
医療の共用の場合　以下r公　　担医療のみの　A　と
　　　　　　　　　　　　　　　　　担医療と公　　担

いう。）は、別段の定めのある場合を除き、記載しない

議
3）’　の途　において の・　があった　Aは
「考　に変更漏の保者　を記すること

（表：削除）

4　　「被保険者証・被保険者手帳」欄の「記暮・番号」欄（処

　方せんにあっては、「被保険者証・被保険者手帳の記号・番
　号」欄）について
　　健康保険被保険者証、国民健康被保険者証、退職者医療
　被保険者証、船員保険被保険者証、受給資格者票及び特別
　療養費受給票等（以下「被保険者証等」という。）の「記
　　号及び番号」欄の記号及び番号を記載すること。また、後
　期高齢者医療被保険者証の「被保険者番号」欄の被保険者
　番号を記載すること。

別添2　保険者番号、公費負担者番号、公費負担医療の受給青
　番号並びに医療機関コード及び薬局コード設定要領

4　保険者（市町村）別番号は、協会管掌健康保険にあっては協
　会の都道府県支部ごとに厚生労働省保険局が、船員保険にあ
　っては厚生労働省保険局が、国民健康保険にあっては国民健
康保険事業費行う市町村又は国民健康保険組合ごとに都道府
　県が、また、組合管掌健康保険にあっては健康保険組合（社
会保険診療報酬支払基金に対して支払を行う従たる事務所を
含む。）ごとに地方厚生（支）局が、後期高齢者医療にあっ
　ては後期高齢者医療広域連合が、共済組合及び自衛官等の療

6桁）を記　すること（別添2「設定要　　の　1を参

駐
（2）　船　保険については　当該被保険者又は被保険者であ
　　つた者　£下’に．「　保険者　という）及び　扶養者
　　の管轄地方社会保険事務局長と当該保険医療機関の管轄
　　地方社会保　事　局　とが百一である場合（以下r自県
　　　の　A　とい’　には　記　を少　して差し支えな

眩（3　　前記により　・「呆　　　　　　　の記　は　’表のとお　幅りであること
（表：略）

4　　「被保険者証・被保険者手帳」欄の「記号・番号」欄（処
　方せんにあっては、「被保険者証・被保険者手帳の記号・番
　号」・欄）について

　　健康保険被保険者証、国民健康被保険者証、退職者医療

　難馨離彙欝繍灘馨難辮羅灘註
　　等」という。）の「記号及び番号」欄の記号及び番号を記
　載すること。また、後期高齢者医療被保険者証の「被保険
　者番号」欄の被保険者番号を記載すること。

別添2　保険者番号、公費負担者番号、公費負担医療の受給者
　番号並びに医療機関コード及び薬局コード設定要領

4　保険者（市町村）別番号は、協会管掌健康保険にあっては協
　会の都道府県支部ごとに厚生労働省保険局が、船員保険にあ
　っては社会保険事務所（地方社会保険事務局が事務を行うこと
　になづている場合にあっては当該地方社会保険事務局を含

一、国民健康保険にあっては国民健康
保険事業を行う市町村又は国民健康保険組合ごとに都道府県
が、また、組合管掌健康保険にあっては健康保険組合（社会保
険診療報酬支払基金に対して支払を行う従たる事務所を含



養の給付にあっては各主管官庁が定める番号とする。
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む。）ごとに地方厚生（支）局が、後期高齢者医療にあっては
後期高齢者医療広域連合が、共済組合及び自衛官等の療養の
給付にあっては各主管官庁が定める番号とする。
　保険者番号の管理は、社会保　庁長田　　道府　知事、後6

r期高齢者医療広域連合又は主管官庁において行うものとし、
保険者番号の設定変更に際しては、社会保険診療報酬支払基
金及び当該保険者に対して速やかに連絡するものとする。た
だし、国民健康保険にあっては、都道府県知事から所在地の
国民健康保険団体連合会及び当該保険者に対して速やかに連
絡するものとし、後期高齢者医療にあっては、後期高齢者広
域連合から社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体
連合会に対して速やかに連絡するものとする。



「訪問看護療養費請求書等の記載要領にづいて」（平成18年3月30日保医発第0330008号）の一部改正について

改　　正　　後 改　　正　　前

別紙
g　請求書等の記載要領
謔P　請求書に関する事項（様式第一関係）
R　　「別記　　殿」欄について
@　保険者名、市町村く特別区を含む。）名及び公費負担者名
@を下記例のとおり丁備考」欄に記載することを原則とするが、　省略しても差し支えないこと。

@　　〔例〕　別記1全　健康保　　一会理事
@　　　　　　　　　　千代田区長
@　　　　　　　　　　東京都知事
謔Q　明細書に関する事項（様式第四）5　「保険者番号　欄について

別紙
g　請求書等の記載要領
謔P　請求書に関する事項（様式第一関係）
R　「別記　　殿」欄にりいて
@　保険者名、市町村（特別区を含む。）名及び公費負担者名
@を下記例のとおり「備考」欄に記載することを原則とするが、
@省略しても差し支えないこと。
@　　〔例〕　別記　　　土会呆険庁　出　　　　　　．

@　　　　　　　　　　千代田区長
@　　　　　　　　　東京都知事
謔Q　明細書に関する事項（様式第四）5　「保険者　号　欄について

1　量定された　　　　　8　　　民健　　　については 1　ユ定された　　　　号8デ　　民健康　　については
6桁　を記　すること　「診　　酬請求　等の記　要 6桁　を　　すること　「診　　酬請　　等の記　要
等について」（昭和51年8月7日保険発　82号。以下「記 等について」（昭和51年8月7日保険発第82号。以下「記
要　等・という　　の別添2　（以下r設定要　　　とい 要　等　という　）の別添2　（以下r設定要　　とい

　　う）の（1）を参照
i2）　公費負担医療単独の場合及び公費負担医療と公費負担

　　う）の（1）を参照）

i2）　船員保険については、当該被保険者及び被扶養者の管
医療の　用の場A（身下r公　　担医療めみの　合　と 地方社会保険事　局　と当該　険医療　　の　　地方
いy @　は　別段の定めのある　Aを　き　記　しない 土ム　　事　局　とが同一である　A　芝下5において

沌 「自　　の場合　という　）には、記　をノ略して差し支
　えないこと
R　前記により、「｛　者　号　　の記　は　’　のとお遡　（表：削除）

V　「被保険者証・被保険者手帳等．の記号・番号」欄について
@（1）　健康保険被保険者証、国民健康保険被保険者証、退職
@　者医療被保険者証、船員保険被保険者証、受給資格者票

　　　りとなること。
@　（表：略）

V　「被保険者証・被保険者手帳等の記号・番号」欄について
@（1）　健康保険被保険者証、国民健康保険被保険者証、退職
@　者医療被保険者証、船員保険被保険者証、庇保　　扶

ウ



及び特別療養費受給票等の「記号及び番号」欄の記号及 養者証、受給資格者票及び特別療養費受給票等の「記号
び番号を記載すること。また、後期高齢者医療被保険者 及び番号」欄の記号及び番号を記載すること。また、後
証の「被保険者番号」欄の「被保険者番号」を記載する 期高齢者医療被保険者証の「被保険者番号」欄の「被保
こと。 険者番号」を記載すること。

11　「職務上の事由」欄について 11　「職務上の事由」欄について
船員保険の被保険者については、「1　職務上」、「2　下 船員保険の被保険者については、職務上の取扱いとなる揚
船∠｛3月以内　又は「3　通　災　　のうち該当するものを 合のみ該当するものを○で囲むこと　共済組合の船員組合員
○で　むこと　ただし　「1　職　上　及び「3　通勤災害 については、下船後3月以内の傷病で職務上の取扱いとなる
については、災害発生時が平成2i年12月31日以前のも 場合に「2　下船後3月以内」の番号を○で囲むこと。
のに限る　共済組合の船員組合員については、下船後3月以 電子計算機の場合は、番号と名称又は次の略称を記載する
内の傷病で職務上の取扱いとなる場合に「2　下船後3月以 こととしても差し支えないこと。
内」の番号を○で囲むこと。 11

E上（職務上）
電子計算機の場合は、番号と名称又は次の略称を記載する 2　下3（下船後3月以内）
こととしても差し支えないこと。　　　、 3　通災（通勤災害）
1　職上（職務上）
2　下3　（下船後3月以内）
3　通災（通勤災害）



添付資料3

事　　務　　連　　絡

平成21年12月21日

日本医師会　　御中

社会保険診療報酬支払基金

「再審査等請求書」に係る記載方法の一部変更について（お願い）

　平素は、支払基金の業務運営について、格別のご理解とご協力を賜り厚くお礼

申し上げます。

　さて、船員保険法の改正による船員保険被保険者証に係る記号の数字化（数字

のみ10桁）に伴い、　「再審査等請求書」の「記号」欄に係る記載方法について、

下記のとおり変更することとしましたので、ご理解ご協力のほどよろしくお願い

申し上げます。

　なお、本件につきましては、基金支部を通じ各保険医療機関へお知らせいたし

ますことを申し添えます。

記

1　再審査等請求書

　　数字のみ10桁の場合については、「記号」欄に先頭1桁目から8桁目を

記載し、下2桁の記載は不要です。

2　再審査等請求書（OCR読取用）
　　数字のみ10桁の場合については、　r記号」のr漢字・英・数・カナ混

　在」欄に先頭1桁目から8桁目を記載し、下2桁の記載は不要です。

3　記載例

　　r記号」欄に係る記載例については、別紙のとおりです。



別紙

「記号」欄の記載例

1　再審査等請求書の場合

蔓鮮堪蜘轍．欄麟鴛　欝

嚇楠欄騨㈱勲　講

参1欄鱗糞垂麟．曜概貌懲懲礁づ
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　　　　一1
－s擢欝欝欝

1榊擁駅

「記号’番号」欄D記

号欄に先頭8桁を記
載してください。
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　　　　　　先頭8桁2桁不要

被餓緬己号　　2197010203
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「記号」の膜字・英・数・

カナ混在」欄に先頭8桁
を記載してください。
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　　　　　　先頭8桁2桁不要
　　　　　　，＿一一、＿＿、｛
被保険者証の記号2197010203

※　旧記号の場合は、従前どおり左詰めで記載願います。




